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➀令和６年度介護報酬改定の施行時期について（主な事項）
（全サービス）

P.3



②基本報酬の見直し
（全サービス）

P.4



P.5

○報酬改定に伴い、令和６年４月適用の「介護給付費算定に係る体制等に関する

届出書（体制届）」の提出時期を延長します。

○令和６年４月適用分の提出期限

令和６年４月１５日（月）

○令和６年５月以降適用分の提出期限

通常通り

（居宅系：適用する前月１５日、施設系：適用する当月１日）

※ 様式が改正されたことから、新様式でご提出ください。

※ 令和６年５月以降の適用分については、通常通りの期限です。

※ 書類不備等への対応時間確保のため、なるべく早期の提出にご協力ください。

※ 処遇改善加算に関する届出については、適用月に関わらず計画書と同時にご提出くだ

さい。（R6.6から区分を変更する場合、R6.4、R6.6適用分ともに4/15までに提出いただくようお願いします。）

③体制届の提出について
（全サービス）



P.6

○今回の報酬改定に伴う新たな加算等の追加や廃止について、「介護給付費算定

に係る体制等状況一覧表」を指定権者に提出する必要があります。

○新設の加算・減算に関しては、基本的に新たに届け出てください。

○算定要件が変更された加算等については、届出がない場合に「なしとみなす」

もの、「新しい区分とみなす」ものがあります。「既存事業所の取扱い」を必ず

ご確認いただき、必要に応じて届け出るようにしてください。

○正しく届出がなされていない場合、令和６年４月以降の介護報酬請求において

返戻（エラー）となる場合や、介護報酬の返還が発生する場合があります。

④体制届の提出にあたっての留意事項
（全サービス）



⑤「書面掲示」規制の見直し
（全サービス）

P.7



⑥人員配置基準における両立支援への配慮
（全サービス）
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⑦管理者の責務及び業務範囲の明確化
（全サービス）
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⑨テレワークの取扱い
（全サービス（居宅療養管理指導を除く））
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⑩外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し
（全サービス（訪問系サービスを除く））
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⑪地域区分➀
（全サービス）
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⑪地域区分②
（全サービス）
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⑫特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者へのサービス
提供加算の対象地域の明確化

（全サービス（施設系サービス、入居系サービスを除く）

みなし「過疎地域」を、「過疎地域」として明確化するもので、算定要件に変更なし

P.14



P.15

加算 三重県内の該当地域 摘要

特別地域加算

「事業所の所在地」

・山村振興法第七条第一項
・離島振興法第二条第一項

「その他の地域のうち（略）厚生
労働大臣が別に定めるもの」に該
当する地域
→ 県内に該当なし

中山間地域等における
小規模事業所加算

「事業所の所在地」

・辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の
特別措置等に関する法律第二条第一項

・半島振興法第二条第一項
・特定農山村地域における農林業等の活性化のための

基盤整備の促進に関する法律第二条第一項
・過疎地域自立促進特別措置法第二条第一項

中山間地域等に居住す
る者へのサービス提供
加算

「利用者の居住地」

・山村振興法第七条第一項
・離島振興法第二条第一項
・辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の

特別措置等に関する法律第二条第一項
・半島振興法第二条第一項
・特定農山村地域における農林業等の活性化のための

基盤整備の促進に関する法律第二条第一項
・過疎地域自立促進特別措置法第二条第一項

※利用者の居住地が、
通常の事業の実施区域に
定める地域を除く

※加算を算定する利用者に
ついては、交通費の支払い
を受けることができない

○「過疎地域」の考え方を整理したものであり、これまでの算定要件に変更はありません。

○三重県内の該当地域については、「辺地」に該当する地域が変更となります。

⑬三重県内の該当地域について（特別地域加算等）

〇厚生労働大臣が定める地域第六号の規定に基
づき厚生労働大臣が定める地域 (令和三年三月
十五日。厚生労働省告示第七十四号)

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataI
d=82ab8055&dataType=0&pageNo=1

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82ab8055&dataType=0&pageNo=1


⑭業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入
（全サービス（居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く）
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⑮高齢者虐待防止の推進
（全サービス（居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く）

P.17



⑯「経過措置を設けた令和３年度介護報酬改定事項」
に係る令和６年度介護報酬改定の対応➀

P.18

令和３年度介護報酬改定事項

令和６年度介護報酬改定の対応

事項 対象サービス 経過措置の概要

感染症対策の強化 全サービス

感染症の予防及びまん延防止のため
の訓練、対策を検討する委員会を定期
的に開催するとともに、その結果につ
いて従業者に対して周知すること。ま
た、指針を整備すること。

経過措置期間終了

業務継続に向けた
取組の強化

全サービス

感染症や非常災害の発生時において、
利用者に対するサービスの提供を継続
的に実施するための、及び非常時の体
制で早期の業務再開を図るための計画
を策定した上で、従業者に対して周知
するとともに、必要な研修及び訓練を
定期的に実施すること。また、定期的
に業務継続計画の見直しを行い、必要
に応じて業務継続計画の変更を行うこ
と。

感染症若しくは災害のいずれか又は両方
の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬
を減算する。

※令和７年３月３１日までの間、感染症の
予防及びまん延の防止のための指針の整備
及び非常災害に関する具体的計画の策定を
行っている場合には、減算を適用しない。
※訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介
護支援については、令和７年３月３１日ま
での間、減算を適用しない。
※居宅療養管理指導及び福祉用具販売は、
減算の対象としない。
※居宅療養管理指導は、義務付けに係る経
過措置期間を３年間延長する。



⑯「経過措置を設けた令和３年度介護報酬改定事項」
に係る令和６年度介護報酬改定の対応②

P.19

令和３年度介護報酬改定事項
令和６年度介護報酬改定の対応

名称 対象サービス 経過措置の概要

認知症介護基礎研
修の受講の義務付
け

全サービス
※無資格者がいない訪問
系サービス（訪問入浴介
護を除く）、福祉用具貸
与、居宅介護支援を除く

介護に直接携わる職員のうち、
医療・福祉関係の資格を有さない
者について、認知症介護にかかる
基礎的な研修を受講させるために
必要な措置を講じること。

経過措置期間終了

※事業所が新たに採用した従業者は、
採用後１年間の猶予期間を設ける。

高齢者虐待防止の
推進

全サービス

虐待の発生又はその再発を防止
するための対策を検討する委員会
を定期的に開催し、その結果につ
いて従業者に対して周知を行うと
ともに、必要な指針を整備し、研
修を定期的に実施すること。また、
これらを適切に実施するための担
当者を置くこと。

全ての介護サービス事業者（居宅
療養管理指導及び特定福祉用具販売
を除く。）について、虐待の発生又
はその再発を防止するための措置が
講じられていない場合に、基本報酬
を減算する。（※福祉用具貸与は、
３年間の経過措置）
※居宅療養管理指導は、義務付けに
係る経過措置期間を３年間延長する。

施設系サービスに
おける口腔衛生管
理の強化

施設系サービス

口腔衛生の管理体制を整備し、
各入所者の状態に応じた口腔衛生
の管理を計画的に行うこと。なお、
「計画的に」とは、歯科医師又は
歯科医師の指示を受けた歯科衛生
士が、介護職員に対する口腔衛生
の管理に係る技術的助言及び指導
を年2回以上実施することとする。

経過措置期間終了



⑯「経過措置を設けた令和３年度介護報酬改定事項」
に係る令和６年度介護報酬改定の対応③
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令和３年度介護報酬改定事項

令和６年度介護報酬改定の対応

名称 対象サービス 経過措置の概要

施設系サービスに
おける栄養ケア・
マネジメントの充
実

施設系サービス

栄養マネジメント加算の要件を包
括化することを踏まえ、入所者の栄
養状態の維持及び改善を図り、自立
した日常生活を営むことができるよ
う、各入所者の状態に応じた栄養管
理を計画的に行うこと。

経過措置期間終了

事業所医師が診療
しない場合の減算
（未実施減算）の
強化

訪問リハビリテーショ
ン

事業所の医師がリハビリテーショ
ン計画の作成に係る診療を行わな
かった場合に、例外として、一定の
要件を満たせば、別の医療機関の計
画的医学的管理を行う医師の指示の
もと、リハビリテーションを提供す
ることができる（未実施減算）。そ
の要件のうち別の医療機関の医師の
「適切な研修の修了等」について猶
予期間を３年間延長する。

事業所外の医師に求められる「適
切な研修の修了等」について、猶予
期間を３年間延長する。

適用猶予期間中においても、事業
所外の医師が「適切な研修の修了
等」の要件を満たすことについて、
事業所が確認を行うことを義務付け
る。



⑰身体的拘束等の適正化の推進
（短期入所系、多機能系、訪問系、通所系、福祉用具貸与、販売、居宅介護支援）

P.21



2040年を見据えた人口動態等の変化、生産年齢人口の減少と介護現場における人材不足の状況、新興感染症等による介護事業者

への経営影響を踏まえた支援、制度の持続可能性などに的確に対応するとともに、物価上昇や災害、新興感染症等に当たり経営

影響を踏まえた的確な支援策の検討を行う上で、 ３年に１度の介護事業経営実態調査を補完する必要がある。

（参考）令和３年度介護報酬改定に関する審議報告において、より正確な経営実態等の把握に向けて、より適切な実態把握のための方策を引き続き検討

していくべきとされている。

このため、①介護サービス事業者の経営情報の収集及びデータベースの整備をし、②収集した情報を国民に分かりやすくなる

よう属性等に応じてグルーピングした分析結果を公表する制度を創設する。 【施行日：令和６年４月１日】

【データベースの概要】

• 対象：原則、全ての介護サービス事業者

• 収集する情報：介護施設・事業所における収益及び費用並びに、任意項目として職種別の給与（給料・賞与）及びその人数

※ 収集する内容は省令以下で規定

• 公表方法：国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果の公表

※ 上記のデータベースの整備のほか、利用者の介護サービス事業者の選択に資するよう、介護サービス情報公表制度についても併せて見直しを行い、介

護サービス事業者に対し財務状況の公表を義務付ける等の対応を行う。

＜データベースの運用イメージ＞

① 介護サービス事業者は、毎会計年度終了後に経営情報を都道

府県知事に報告。

② 都道府県知事は、介護サービス事業者の経営情報に関する調

査及び分析を行い、厚生労働大臣にも報告。

③ 厚生労働大臣は、介護サービス事業者の経営情報に関する

データベースを整備し、経営情報の把握・分析、結果の公表。

社 会 福 祉 法 人
医療法人
営利法人
N P O 等

都道府県

①報告

②報告・提供

国民国
情報提供の （ 厚 生 労 働 省 ）

求め

データベース

③公表

⑱経営情報の見える化➀
（全サービス）

P.22



介護サービス事業者に報告を求める項目

１）事業所・施設の名称、所在地その他の基本

情報 ２）事業所・施設の収益及び費用の内容

３）事業所・施設の職員の職種別人員数その他の人員に関する事

項 ４）その他必要な事項

※ 報告除外対象の事業所・施設（上記①・②）とそれ以外の事業所・施設を運営してい
る場合、①・②を除く事業所・施設の報告を求める。

上記の他、任意項目として「職種別の給与（給料・賞与）及びその人数」
を求める（通知事項）。

報告対象となる介護サービス事業者

○ 原則、全ての介護サービス事業者が報告対象。

○ ただし、小規模事業者等に配慮する観点から、事業所・施設の全てが以下のいずれかに当てはまる介護サービス事業者は報告対象から除外する。

① 過去１年間で提供を行った介護サービスの対価として支払いを受けた金額が100万円以下のもの

② 災害その他都道府県知事に対し報告を行うことができないことにつき正当な理由があるもの

介護サービス事業者から都道府県知事への報告方法

● 報告期限

毎会計年度終了後３月以内

※ 初回に限り、令和６年度内に提出で可（附則により措置）

● 報告手段

① 電磁的方法を利用して自ら及び当該報告を受けるべき都道府
県知事が同一の情報を閲覧することができる状態に置く措置を講
ずる方法

② その他厚生労働省老健局長が定める方法

厚生労働大臣が都道府県知事に求めることができる情報

● 介護サービス事業者経営情報
（※ 事業者に報告を求める項目の１）～４）の情報）

● その他必要な事項

都道府県知事から厚生労働大臣への情報提供方法

電磁的方法を利用して自ら及び厚生労働大臣が同一の
情報を閲覧することができる状態に置く措置を講ずる方法
その他の適切な方法

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律（令和３年法律第66号）による改正後の介護保険法（平成９
年法律第123号）第115条の44の２の規定に基づき、都道府県知事が行う介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等について、介護保険法施行規則（平成
11年厚生省令第36号）における必要な規定を整備する。

⑱経営情報の見える化②
（全サービス）
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１．介護サービス事業者における財務諸表の公表について

２．一人当たり賃金の公表について

＜参考＞介護保険法（抄）

（都道府県知事による情報の公表の推進）
第百十五条の四十四 都道府県知事は、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会の確保に資するため、介護サービスの質及び介
護サービスに従事する従業者に関する情報（介護サービス情報に該当するものを除く。）であって厚生労働省令で定めるものの提供を希望する介護サービス事業者から提供を受けた当該情報に
ついて、公表を行うよう配慮するものとする。

○ 社会福祉法人においては、社会福祉法施行規則第10条第３項第１号の規定に基づき、計算書類を公表することとされている。また、障害福祉サ
ービス事業所においては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則別表第１号第２号ヘ及び児童福祉法施行規則別
表第２第２号ヘの規定に基づき、「事業所等の財務状況」を公表することとされている。

○ 介護サービス情報公表制度においても、「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）において、
「社会福祉法人や障害福祉サービス事業所が法令の規定により事業所等の財務状況を公表することとされていることを踏まえて、介護 サービス
事業者についても同様に財務状況を公表することが適当である。」と指摘されたことを踏まえ、介護保険法施行規則別表第２に「事業所等の財務
状況」を公表することを規定する（省令改正案）。

※１ 公表を求める財務諸表については、障害福祉サービス事業所等での報告事項を踏まえ、事業活動計算書（損益計算書）、資金収支計算書（キャッシュフロー
計算書）、貸借対照表（バランスシート）とする。（通知事項）

※２ 公表にあたっては、原則として、介護サービス事業所又は施設単位とする。ただし、拠点や法人単位で一体会計としており、事業所又は施設単位での区分け
が困難な事業者においては、拠点単位や法人単位での公表を可能とすることとする。その際、公表対象が明確となるよう、当該会計に含まれている事業所又
は施設を明記することを合わせて求めることとする。

○ 「介護保険制度の見直しに関する意見」において、「一人当たりの賃金等についても公表の対象への追加を検討することが適当である。その際、
設置主体や給与体系等の違いに配慮することや、公表する情報に関係する個人が特定されることがないよう配慮した仕組みを検討することが適当
である。」と指摘されたことを踏まえ、一人当たり賃金の公表について、介護サービス情報公表制度において、任意での公表情報
とすることとする（公表内容については通知で定める） 。また、都道府県知事が、情報の提供を希望する介護サービス事業者から提供を受けた情
報について「公表を行うよう配慮する」情報として明確化する（省令改正案）。

※１ 公表にあたっては、事業所や施設の特性に応じ、設置主体や職種、勤続年数等がわかるような形での公表を可能とすることとする。（通知事項）

※２ 原則として、介護サービス事業所又は施設単位とする。ただし、介護サービス事業者の希望に応じ、法人単位での公表を可能とする。その場合、含まれて
いる介護サービス事業所又は施設を明記することを合わせて求めることとする。

【介護保険法施行規則の改正（案）】

（法第百十五条の四十四の厚生労働省令で定める情報）
第百四十条の六十二の二 法第百十五条の四十四の厚生労働省令で定める情報は、介護サービスの質及び労働時間、賃金その他の介護サービスに従事す

る従業者に関する情報（介護サービス情報に該当するものを除く。）として都道府県知事が定めるものとする。

⑱経営情報の見える化③
（全サービス）
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⑲介護職員の処遇改善➀~処遇改善に係る加算全体のイメージ（令和４年度改定後）~
（全サービス（訪問看護、訪問リハ、福祉用具貸与、販売、居宅療養管理指導、居宅介護支援、介護予防支援を除く）
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⑲介護職員の処遇改善②～処遇改善加算一本化及び加算率の引き上げ（令和６年６月～）～
（全サービス（訪問看護、訪問リハ、福祉用具貸与、販売、居宅療養管理指導、居宅介護支援、介護予防支援を除く）
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⑲介護職員の処遇改善
（全サービス（訪問看護、訪問リハ、福祉用具貸与、販売、居宅療養管理指導、居宅介護支援、介護予防支援を除く）

提出方法

※令和６年３月時点で加算を算定している事業所の場合
【４月】
●「計画書」及び「体制届」を４月１５日までに、事業所の所在する保健所・福祉事務所へご提出ください。

※処遇改善加算以外の体制等状況に変更がなければ、体制届の提出は不要ですが、基本的には提出が必要。
※４月の体制届は、現行加算の区分で記入してください。

（処遇改善加算（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）、特定処遇（ Ⅰ、Ⅱ）、ベースアップ加算（あり、なし）
※６月以降の体制届は、新加算の区分で記入してください。
※６月以降の新加算の体制届についても、計画書と同時に４月１５日までに提出してください。

【５月】
●６月以降の新加算の「体制届」を、計画書と同時に提出しなかった場合、 ５月１５日（施設系サービスは

６月１日）までに、事業所の所在する保健所・福祉事務所へご提出ください。

【６月】
●５月１５日までに提出した新加算の「体制届」に変更があった場合（例：新加算Ⅴ→新加算Ⅰ）は、６月

１５日までに、「体制届」及び「変更届出書」、「計画書」を事業所の所在する保健所・福祉事務所へご
提出ください。

概要

●令和６年度介護報酬改定により、６月以降は、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び
介護職員等ベースアップ等支援加算が新加算に一本化されます。（令和６年度末までは、経過措置期間）

●令和６年４～５月分と令和６年６月以降分の計画を併せて、一つの計画書として作成、提出します。
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